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概 要

新型コロナウイルス感染症の蔓延をきっかけに我々の生活様式は大きく変化した。例えば，デジ
タル技術の積極的な活用が加速するなど利便性の向上が目立つ一方で，受けられる医療や経済面で
の格差が個人レベルでも国レベルでも顕著に表れている。このような中で，我々が求められている
ことは，従来の対面を前提とした働き方や生活，各国間の連携を見直し，社会の「新常態」を構築
することである。そこで我々のグループでは，新型コロナウイルス感染症が社会にもたらした影響
に焦点を当て，創るべき「新常態」について議論した。さらに，「新常態」という観点から SDGs を
再考し，目標達成に向けた提言を行った。
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1．は じ め に

1. 1 新型コロナウイルス感染症と SDGs

新型コロナウイルス感染症は，2019 年に中国武漢

市にて発見された感染症である1)。2020 年には全世界

へ感染が広がり，2021 年 12月 15 日時点での感染者

数は 270,791,973 人，死者は 5,318,216 人にのぼる。こ

の感染症は，特に密閉・密集・密接の空間において，

咳や飛沫を介することで感染リスクが高まるとされて

おり，従来の生活様式に大きく影響を及ぼした2)。

日本では，2020 年 3 月に初めて感染が確認され，

同年 4月から全国規模の緊急事態宣言が発令された。

これにより 2020 年度の経済は，約 6割の企業で売上

が減少した3)。その一方で，多くの企業でテレワーク

が普及し，IT面での技術が飛躍的に進んだとされる。

海外も同様に深刻な影響が出ている。パンデミック

を抑えるため，海外渡航が大きく制限され，移動の滞

りから物資の供給不足が生じた。米国では 1930 年代

の大恐慌以来の失業率になったともいわれている4)。

一方で，欧州ではロックダウンにより経済活動が停滞

した結果，第二次世界大戦以来で最も CO2排出量が

減少した5)。以上のことから，新型コロナウイルス感

染症は世界に多大な影響を与えたといえる。

アフターコロナを見据えた時，SDGs (持続可能な

開発目標) についても考えなければならない。SDGs

は 2015 年 9月に国連サミットで加盟国の全会一致で

採択された，2030 年までに持続可能でよりよい世界

を目指す国際目標である。SDGs では「地球上の誰一

人取り残さない」を目標に 17 のゴールを掲げてい

る6)。本報告書では，新型コロナウイルス感染症の現

状や影響を分析し，今後創るべき「新常態」について

議論した。また個人，各国が SDGs に対する受け取り

方や考え方をどのようにするべきかについても言及す

る。

1. 2 新型コロナウイルス感染症による影響

新型コロナウイルス感染症によって我々の生活は一

変した。ここでは，影響を 4つのレベルに分類し，そ

れぞれについて現状をまとめた。

(1) 個人レベル

対面での交流に代わり，オンラインツールでの交流

が飛躍的に普及したことが一番の変化だと考える。例

えば，新型コロナウイルス感染症前は気軽に出歩き，

友人と出かける機会も多く，対面が当たり前の暮らし
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をしていた。しかし，新型コロナウイルス感染症によ

る外出自粛によって，外出する機会が著しく減少した。

その一方でオンラインツールを用いた食事会やイベン

トが行われるなどコロナ禍に適応した生活になりつつ

ある。

(2) 社会・組織レベル

新型コロナウイルスの流行前は，出社，国内外の出

張，対面での打ち合わせが当たり前であった。しかし，

感染防止の観点から密になる状況を避けるため，テレ

ワークやオンライン上での打ち合わせに変化した。緊

急事態宣言があけた現在でも，引き続きテレワークを

推奨している企業も多い。

(3) 国レベル

コロナ禍の不景気で，大きな痛手を受けた業界も多

い。特に半導体分野では，テレワークの急速な普及や

巣ごもり需要の拡大によってパソコンやゲーム機の製

造が追いつかず，製品不足に悩まされた。さらには，

自動車市場が急速に回復し，操業停止や減産を余儀な

くされ，半導体不足に拍車がかかった。また，緊急事

態宣言下においても人々が生活を送るために欠かせな

い仕事を担っているエッセンシャルワーカーは感染リ

スクが高い状況下でも仕事に従事しなければならな

かった。また国の新型コロナウイルス感染症の対応と

しては全世帯へのマスク配布や給付金の配布などが行

われ，ワクチンについては，政府主導で国民接種分の

確保をおこなったことで，日本のワクチン接種率は

2021 年 12月時点で 77.7%となっている。

(4) 世界・地球レベル

各国の財政事情による医療格差はより顕著になった。

発展途上国は特にワクチン接種を受けられず，不安定

な医療システムに瀕している。同時にワクチン接種証

明書が無ければ渡航出来ない様な世界へなりつつある。

これは，世界的に実施されており，日本でも導入され

る予定である。2022 年度に実施される国内向けの GO

TOキャンペーンでもワクチン接種証明書の必要性に

ついて議論されている。なお，新型コロナウイルス感

染症による愛国主義が顕在化したことで他国民に対し

て排他的な感情が生まれやすくなっており，人種差別

につながることが懸念される。

新型コロナウイルス感染症による影響は生活様式，

経済に大きな影響を与えた。これらの変化は格差の悪

化などマイナスな部分が多くみられたが，一方でオン

ラインツールの普及などプラスの面も見られた。次章

ではこれらを踏まえて創るべき「新常態」について提

案する。

2．創るべき「新常態」の提案

2. 1 創るべき「新常態」

新型コロナウイルス感染症が収束した後，どのよう

な社会を目指すべきかについて議論する。上記で分類

した 4つのレベルに合わせて，創るべき「新常態」に

ついてまとめた。

(1) 個人レベル

個人レベルに関しては，新型コロナウイルス感染症

以前と同様に，人と対面で交流することが不可欠であ

る。コロナ禍において，人に会えない寂しさやフラス

トレーションから，人と会話をすることや触れ合うこ

との大切さをとても痛感した。この経験から身近な人

や大切な人と会えることが当たり前と思うのではなく，

会える時間を大切にしながら接することが大切だと考

える。

(2) 社会・組織レベル

コロナ禍において，テレワークが多くの会社で導入

された。この取り組みは新型コロナウイルス感染症後

も主流になっていくと考えられ，職場にわざわざ出勤

することなく離れている場所や地域からでも仕事をす

ることが可能となる。また，駐在や転勤が不要になる

ことや妊娠や育児によって出勤のできない人でも仕事

ができるようになるなどの働き方の幅も広がっていく

だろう。さらに教育の面でも，ビデオ通話やバーチャ

ルリアリティが普及することにより，文化や伝統の違

う地域からの情報も取り入れやすくなり，環境や場所

による教育格差も改善されたより高度な教育を受けら

れるようになると思われる。

これらのようにオンラインツールの普及は場所によ

る格差を減らすものである。しかしオンラインツール

の活用は，組織内での気軽な意見交換の機会が減り，

新たなアイデアやプロジェクトの創出の機会を奪う可

能性が指摘されている。よって，オンラインツールを

活用する場面を見極め，対面での業務や教育とのバラ

ンスが求められる。

(3) 国レベル

自動車業界ではEVの普及と自動運転技術の進展が

著しい。また今後，モノとインターネットが接続する

IoT 社会も本格化していくため，半導体の重要性は一

層高まっていくだろう。一方でコロナ禍によって経営

不振に陥った業界への相談窓口を増加させ，基盤産業

やライフライン業界への補助金も充実していくことが

望ましい。さらに医療や交通など我々の生活に欠かせ

ないインフラ業務に対しても，積極的に IoT を導入

し，省人化を進めることで，エッセンシャルワーカー

の感染リスクを減らす必要がある。

新型コロナウイルス感染症に対する検査や治療の費

用だけでなく，政府が全世帯に配布したマスクや給付
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金などの多くの予算が国民から集めた所得税や消費税

などの税金で賄われた。このような経験から，税金が

何に対してどのように使われているかを国民が知る機

会がコロナ禍を通して多くなった。コロナ禍をきっか

けとして，税金の使われ方に関心を持った人も多く，

新型コロナウイルス感染症に関連していないところで

も税金がどう使われているかを理解しやすくなった。

新型コロナウイルス感染症が収束した後も，税金につ

いて国民が学べる機会を増やし，国民それぞれが税金

の使い道をより理解・管理しやすくなることが望まし

い。税金の使い道を理解することが，政治や選挙への

関心にもつながる。

(4) 世界・地球レベル

新型コロナウイルス感染症に対する準備と対応の能

力のレベルが国により大きく異なることから，感染状

況だけでなく医療従事者の人数やワクチンの接種率な

どの国際間での医療発達の格差が明らかになった。特

に，発展途上国や危機的状況にある国などの世界中の

脆弱な立場にある人々が満足した医療を受けられない

現状があった。このような感染症が再び拡大した際に，

先進国や医療が発達している国やその医療従事者が積

極的に支援を行うなど，世界規模で対応することが望

ましい。自分の国の安全を考えるとともに，医療の足

りていない国や地域を全体で把握して支え合うことが

大切となる。

近年は航空券の値下げや海外の情報・流行へのアク

セスが容易になったことから，海外旅行をする人や留

学生の数は多かった。しかし，新型コロナウイルスの

感染拡大により海外への渡航が大きく制限された。新

型コロナウイルス感染症が収束することによって制限

が緩和され，海外へ渡航する機会は増えていくだろう。

今回の新型コロナウイルス感染症と同じような事態を

繰り返さないために，海外渡航のための条件 (予防接

種や感染症対策) を各国間で明確化し，世界規模の感

染拡大を防ぐ必要がある。

2. 2 SDGsへの提言

これまで議論してきた創るべき「新常態」を踏まえ

て，SDGs の目標達成に向けた提言を行う。新型コロ

ナウイルス感染症後の「新常態」について，個人，社

会・組織レベルと国，世界・地球レベルでそれぞれ共

通項があることが分かる。

個人，社会・組織レベルの共通項は人との関わりで

ある。人との関わりの中でコロナ禍にインターネット

上でのやりとりが大きく増えた。現在日本のインター

ネットの普及率は 89.8%である8)。また，緊急事態宣

言前後のテレワーク普及率を比べると宣言前は 17.2%，

宣言後は 38.8%とインターネットを用いたやりとり

が増えたことがわかる (Fig. 1)8)。これらは前項でも

述べたとおり働き方改革の面でも大きな効果があり，

インターネット上でのやりとりを加速させることが私

たちの創るべき「新常態」である。そのためにはいく

つかの問題点があることがコロナ禍を通じて浮き彫り

になった。

テレワークを例にとる。テレワークは大企業ほど実

施している割合が高く，さらに正社員の実施割合が

42.2%だったのに対して，非正規雇用では 18.0%と大

きな差が生じている9)。このことから企業規模や雇用

形態によりテレワーク環境には大きな違いがあること

がわかる。また，個人によって ITリテラシーのレベ

ルが異なるため，システムに馴染めない人も少なくな

い。今後 5G による大容量の高速通信が可能になり，

オンライン上でアバター等を使用して人々が活動でき

る仮想空間 (メタバース) がより活発になることが予

想される。より高度化していく IoT 社会でインター

ネット環境の差をなくすこと，ITリテラシーによる

格差を無くすことは産業と技術革新の基盤をつくるに

は必須であると考える。そのためにもインターネット

ネイティブではない世代への教育支援(質の高い教育

をみんなに)，企業への金銭的支援が今後日本を支え

る産業の支援になると考える。

国，世界・地球レベルでの共通項として，富の再分

配が必要だと考えられる。医療分野に関してはコロナ

ワクチンの接種率を見ても，一部の先進国が巨費を投

じてワクチンの確保を進める一方，経済力が劣る発展

途上国での接種が遅れている10)。富の再分配として，

国レベルでは税金，世界レベルでは WHO などの国

際機関がその役割を果たすが，実際に資金の使い道を

理解している人は少ない。地球に住む人が，地球の資

源・資金を正しく使う，使い道を確認するための教育

を行うことが資金の再分配を行う上で必要だと考える。

以上より個人，社会・組織レベルでは SDGs の目標

9「産業と技術革新の基盤を作ろう」を達成するため

にインターネット環境整備は不可欠であることが分

かった。国，世界・地球レベルでは SDGs の目標 10

「人や国の不平等をなくそう」を達成するために富の

再分配が必要なことが考えられる。また，上記二つの
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および推奨・命令率の変化



目標を達成するためには，SDGs の目標 4「質の高い

教育をみんなに」でもあるように教育内容の見直し，

老若男女，国を問わない教育環境の整備が必要不可欠

である。

3．ま と め

本稿では，新型コロナウイルス感染症がもたらした

社会の急激な変化と，創るべき「新常態」について議

論を進めてきた。また「新常態」の時代における

SDGs との向き合い方についても提言を行った。本稿

では，以下の結論が得られた。

1．新型コロナウイルス感染症の流行をきっかけに，

対面を前提としていた人との関わり方が，オン

ラインに移行しつつある。仮想空間を駆使した

会議や交流の普及に備え，インターネット環境

の構築と教育支援，そのための個人や企業への

経済支援が求められる。

2．新型コロナウイルス感染症のような世界的な問

題に直面した際の，各国間の取り決めが必要で

ある。世界中の人々が有事の際に平等に医療・

経済支援を受けられるよう，ワクチンや資金の

分配を国際機構が管理するなど，各国間の協力

と理解が求められる。

3．新型コロナウイルス感染症の流行によって加速

したオンライン上での交流は，SDGs の目標達

成にも影響を与えている。「オンラインを基本と

した働き方」や「世界中で平等な教育」では，

SDGs の目標 4, 9, 10 の達成がより困難になっ

ている。今後は，政府や国際機関がより重点的

にこれらの課題に取り組む必要がある。
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